
様式例　3

	社会福祉法人○○○○○設立発起人会議事録

１ 日　時　令和　年　月　日　（　　）　　時から　　　時まで

２ 場　所

３ 出席者　設立発起人（※　設立時の役員及び評議員候補者を記載すること）
○　○　○　○　　○　○　○　○

○　○　○　○　　○　○　○　○

○　○　○　○    ○　○　○　○

○　○　○　○    ○　○　○　○   以上計　　名

４  議長の選任

設立発起人の全員の出席をみたので、発起人○○○○が仮議長となり、直ちに議長の選任を求めたところ発起人○○○○から仮議長を推したい旨動議の提出があり、満場の賛同を得て、発起人○○○○が議長となり、議事に入る。

５  議案及び議事の顛末

第○号議案　社会福祉法人○○○○○の設立について

議長が別紙設立趣意書を朗読、その趣旨に基づき社会福祉法人○○○○○を設立することに満場一致をもって議決した。

第○号議案　社会福祉法人○○○○○定款の承認について

議長が別紙定款を朗読、原案を社会福祉法人○○○○○定款として採択することに満場一致をもって議決した。

第○号議案　設立当初の財産目録、事業計画、収支予算について

設立当初の資産、事業内容、収支予算について議長から承認を求めたところ全員異議なく賛成し、承認された。

　　第○号議案　社会福祉法人○○○○○設立者及び設立代表者並びに設立当初の役員について

設立者に設立発起人がなること、また、設立代表者に○○○○がなることを決定し、設立者は、設立に関する権限のうち、設立代表者○○○○と法人との贈与契約に関する事項を除く一切の権限を設立代表者に委任することを満場一致で議決した。

また、設立当初の役員として下記の理事○名、監事○名を選任し、理事長には○○○○が就任することを決議した。

　　理事長　○○○○　　　　　　　　　理　事　○○○○

　　理　事　○○○○　　　　　　　　　監　事　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○
　　　〃　　○○○○

　　　〃　　○○○〇
第○号議案　評議員会の設置及び評議員の選任について

法人に評議員会を設置し、設立当初の評議員として下記の○○名を選任することを決議した。

　　評議員　○○○○　　　　　　　　　評議員　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○

　　　〃　　○○○○　　　　　　　　　　〃　　○○○○

第○号議案　特別養護老人ホーム○○園の建設について

特別養護老人ホーム○○園の建設計画及び建設費について審議したところ鉄骨造２階建延　　　　㎡、建設費総額　　　　円、その内訳は、本体工事費
　円、附帯設備費　　　　円、初度調弁費　　　　円、設計監理費  　　　　円

でもって建設することを満場一致で議決した。

第○号議案　建設資金計画と借入金について

建設資金　　円の財源として寄附金　　円、国県市補助金　　　円を充当するが、なお不足する額　　円を独立行政法人福祉医療機構から借り入れることを全員異議なく承認した。

第○号議案　借入金に関する担保物件について

特養建設に伴う独立行政法人福祉医療機構からの借入金　　円の担保物件については、建設予定地及び建物を担保提供することを全員異議なく承認した。

　　

第○号議案　借入金に関する連帯保証人について

特養建設に伴う独立行政法人福祉医療機構からの借入金　　　円の連帯保証人については、理事長○○○○及び○○○○を充てることとして両人も承諾しているため全員異議なく承認した。
第○号議案　借入金に関する償還財源について

特養建設に伴う福祉医療機構からの借入金の償還財源については、全額○○氏からの寄附金を充当することとし、別紙贈与契約書（案）のとおり贈与契約を締結することを全員異議なく承認した。

なお、償還については、理事全員が責任を持ち、将来滞納が生じたときは、理事全員が連帯して償還することを全員異議なく承諾した。

第○号議案　贈与契約締結に伴う特別代理人の選任について

設立代表者（理事長）○○○○と法人との贈与契約の締結に際しては、本人の特別代理人として設立発起人△△△△を選任するとともに、本契約締結に関する一切の権限を△△△△に委任することを満場一致で議決した。

第○号議案　議事録署名人について

議長より議事録署名人を指名したい旨を述べたところ全員異議なく賛成したので、議長は、下記両名を議事録署名人として指名した。

○○○○　　　　○○○○

この議事録の正確を期するため、次のとおり署名する。

令和　　年　　月　　日

設立発起人会議長　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　※記名の場合は実印
署　　名　　人　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　　署名の場合は認印可

署　　名　　人　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)



　なお、法人の役員及び評議員については、設立の認可を受け、設立登記を行った後に、定款の規定に基づき、改めて選任することになります。

　選任の手続きは、次のとおり

（１）　設立時の理事により、理事会を開催し、以下のことを決議

　　①　役員候補者の選任
　　②　評議員会招集の決議
（２）　設立時の評議員により、評議員会を開催し、役員を選任

（３）　理事会を開催し、以下のことを決議
①　理事長を選定
　　②　評議員選任・解任委員の選任

　　③　評議員候補者の選任
（４）　評議員選任・解任委員会を開催し、評議員を選任
様式　4（記載例）

提 出 書 類 目 録（例）
	
	提 出 書 類
	提出した

書類に○印

	1
	
	社会福祉法人設立認可申請書
	○

	2
	
	定款
	○

	3
	
	設立発起人会議事録（写）（設立趣意書含む）
	○

	4
	
	提出書類目録
	○

	5
	
	財産目録
	○

	　　　帰属することを証する書類

６　財産目録記載の財産が法人に
	(1)
	贈与契約書（写）
	○

	
	(2)
	（贈与者が地方公共団体の場合）　確約書（写）又は補助予定通知書（写）
	○

	
	(3)
	贈与者の身分証明書（写）
	○

	
	（4）

贈与者

が法人

の場合
	ア
	定款（写）
	

	
	
	イ
	法人登記事項（全部・現在事項）証明書（写）
	

	
	
	ウ
	社員総会等議事録（写）、決算書（写）
	

	
	(5)
	預貯金等残高証明書（写）、所得証明書（写）等
	○

	
	(6)
	不動産の登記事項証明書（写）、地図又は地図に準ずる図面
	○

	
	(7)
	不動産の価格評価書
	○

	
	(8)
	（土地が農地の場合）農地転用許可書（写）
	

	
	(9)
	寄附物件に付随する負債の引き受けを証する書類（写）
	

	７　（借地の場合）
	(1)
	（地方公共団体から借り受ける場合）土地貸与に係る通知書等（写）
	

	
	(2)
	地上権設定契約書（写）
	

	
	(3)
	土地賃貸借契約書（写）
	

	
	(4)
	土地所有者の身分証明書（写）
	

	
	(5)
	不動産の登記事項証明書（写）、地図又は地図に準ずる図面
	

	
	(6)
	地代贈与契約書（写）
	

	
	(7)
	地代寄附者の身分証明書（写）、所得証明書（写）
	

	
	(8)
	（土地が農地の場合）農地転用許可書（写）
	

	８　事業計画等
	(1)
	建設年度資金収支予算書（資金収支予算内訳書を含む。）
	○

	
	(2)
	第１年度事業計画書
	○

	
	(3)
	第１年度資金収支予算書（資金収支予算内訳書を含む。）
	○

	
	(4)
	第２年度事業計画書
	○

	
	(5)
	第２年度資金収支予算書（資金収支予算内訳書を含む。）
	○

	
	(6)
	事業計画に係る確約書
	○


	
	提出書類
	提出した

書類に○印

	及び評議員に関する書類
９　設立者、設立後の役員
	(1)
	設立代表者の履歴書（写）
	○

	
	(2)
	〃　　身分証明書（写）
	○

	
	(3)
	設立代表者の権限を証する書類（委任状）（写）
	○

	
	(4)
	評議員及び役員就任承諾書（写）
	○

	
	(5)
	評議員及び役員就任予定者の履歴書（写）
	○

	
	(6)
	〃　　身分証明書（写）
	○

	
	(7)
	〃　欠格事由に該当しないことの申立書（写）
	○

	
	(8)
	〃　親族等の特殊の関係がある者に関する申立書（写）
	○

	10　施設建設関係書類
	(1)
	施設建設計画書
	○

	
	(2)
	建設図面（付近見取図・配置図・平面図・立面図）（写）
	○

	
	(3)
	施設建設費見積書（写）
	○

	
	(4)
	設計監理費見積書（写）
	○

	
	(5)
	建築確認済書（写）
	〇

	
	(6)
	設備整備（初度調弁）計画書
	○

	
	(7)
	設備整備費見積書（写）
	○

	
	(8)
	補助金交付決定内定書（写）
	○

	
	(9)
	助成金等の交付決定内定書（写）
	○

	
	(10)
	建設自己資金贈与契約書（写）
	○

	
	(11)
	贈与者の身分証明書（写）
	○

	
	(12)
	贈与者の預貯金残高証明書（写）、所得証明書（写）等
	○

	
	 (13)

借

入

金

関

係

書

類
	ア
	貸付内定書（写）
	〇

	
	
	イ
	償還計画
	〇

	
	
	ウ
	償還金贈与契約書（写）
	〇

	
	
	エ
	寄附者及び保証人の身分証明書（写）
	○

	
	
	カ
	〃　　所得証明書（写）又は納税証明書（写）
	○

	
	
	キ
	（寄附者が地方公共団体の場合）
確約書（写）又は補助予定通知書（写）
	○

	
	
	ク
	（寄附者が団体の場合）
定款（写）、登記事項証明書（写）、議事録（写）及び決算書（写）
	○

	
	
	ケ
	（寄附者が後援会の場合）
　規約（写）、会員名簿（写）、議事録（写）、後援会の過去３～５年寄附実績（写））
	○

	 関係

11施設長
	(1)
	施設長就任承諾書（写）
	○

	
	(2)
	施設長就任予定者の履歴書（写）
	〇

	
	(3)
	施設長の資格を証する書類（写）
	〇

	12
	
	基本財産編入誓約書
	〇

	13
	
	諸規程（管理、就業、給与、経理等）
	〇


	事務担当者
役 職 名（　　　　　　　　　　）　　　氏   名（　　　　　　　　　　）

電話番号（　　　　　　　　　　）　　　FAX番号（　　　　　　　　　　）

住　　所（〒　　　　　　　　　                                    ）


様式例　5

	社会福祉法人○○福祉会

財　産　目　録

　（設 立 当 初）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅰ　資産の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

１　基本財産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    円

（内　訳）

(1)　土地

津市○○町○○丁目○○番所在の（地目、面積㎡を記載）

㎡単価　　    円　　総額  　　　             円

(2)　建物

津市○○町○○丁目○○番地所在の建物（構造、面積㎡を記載）

  　　　                       円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)  基本財産基金                                  円

２  その他財産                                       　         円

（内　訳）　　　　                                                   

(1)  建設自己資金　　                              円

(2)　運転資金　  　                                円

(3)　法人事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

(4)　什器備品　　　　                              円

(5)　権利　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ⅱ  負債の部　　　                                                円

Ⅲ　差引純資産　　　　                                            円




(注)１　法人設立に当たって締結した贈与契約に基づき法人が取得する財産について記載してください。（※不要な項目は削除してください。）

２　土地について、不動産の登記事項証明書のとおり１筆ごとに記入してください。

３  建物について、既存の建物の贈与を受ける場合に不動産の登記事項証明書のとおり１棟ごとに記載してください。
  ４　什器備品については、什器備品の贈与を受ける場合に記載してください。

５　負債を抱えての法人設立は、原則として認められないため、負債の部は０円となります。

様式例　6

	贈　与　契　約　書

○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○会設立代表者○○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結する。（※）

第１条　甲は、社会福祉法人○○○会（以下「法人」という。）の設立が認可され、その登記により法人が成立した場合は、甲が所有する別記贈与財産目録に記載する財産（以下「贈与財産」という。）を法人に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。
第２条　法人の設立の認可が得られないときは、この契約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。

第３条　甲は、法人が成立した日から〇日（又は〇週間）以内に、贈与財産を法人に引き渡さなければならない。
第４条　甲は、前条の規定により法人に引き渡した贈与財産のうち権利関係の登記又は登録制度の対象となっている財産について、その引渡し後、遅滞なく登記又は登録の手続きをとらなければならない。

第５条　この契約に疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の上、定めるものとする。

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、それぞれ１通を保有する。

令和　年　月　日

甲　住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

乙　住所

社会福祉法人○○○会設立代表者（※）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印




(注) １　法人設立認可申請時に契約書原本の写を提出してください。なお、契約書の原本は関係者がそれぞれ保有してください。
(注) ２　この契約書の様式例に定める条項のほか、必要に応じて所要の条項を加えるなど、適宜修正して作成してください。

(※) 設立代表者からの贈与がある場合については、次の例のとおり記載してください。

○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○会設立代表者特別代理人○○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結する。
	

別　記

贈与財産目録

１　現　金

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（内　訳）

建設自己資金　　　　　　　　　　　　　　　円
運転資金　　　　　　　　　            　　円

法人事務費　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　土　地

津市○○町○○丁目○○番所在の土地１筆　　　　　　　　　　㎡

３　建　物

津市○○町○○丁目○○番地所在の○○造○階建　建物

１棟　　　　延べ　　　　　　　　㎡
４　什器備品その他の資産



（注）１　土地について、不動産の登記事項証明書のとおりに記載し、土地の一部について贈与を受ける場合は、分筆登記後の不動産の登記事項証明書により記載してください。

２　建物について、既存の建物の贈与を受ける場合に不動産の登記事項証明書記載のとおり記載してください。


様式例　7
身　分　証　明　書

	本　籍　　　　○○県○○市○○町○○番地

氏　名　　　　○○○○

大正

昭和　　年　月　日生

平成
１　禁治産又は準禁治産者の宣告の通知を受けていない。

２　破産宣告の通知を受けていない。

３　後見の登記の通知を受けていない。

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和　年　月　日

○○市（町、村）長

氏名　　　   公印




　（注）本籍地の市区町村で発行


様式例　8
医療法人○○○社員総会議事録

１　日　時　令和　年　月　日 (  ) 　　　　 時　　　　～　　　　時

２　場　所　○○県○○市○○町○○番地

○○病院会議室

３　出席者　社員総数○○名

出席社員○○名

定刻に至り、理事長○○○○が定款第○○条の規定により、議長となり、定款第○○条の規定により、総会が成立したことを宣し、議事録署名人に○○及び○○を選出して議事に入った。

４　議　題　社会福祉法人○○会への寄附等について

(1)　敷地の贈与について

(2)　建設資金自己負担分の寄附について

(3)　借入金償還金の寄附について

５　審議経過

○○社員「（発言要旨）
」

○○社員「
」

令和　年　月　日

議事録署名人　○○○○ eq \o\ac(○,印)
○○○○ eq \o\ac(○,印)
この議事録謄本は原本のとおり相違ありません。

令和　年　月　日

医療法人　○○○

理事長　○○○○ eq \o\ac(○,印)

様式例　9
免責的債務引受契約証書

	第１条　社会福祉法人　○○会　設立代表者　○○（以下「丙」という。）は、〇〇〇〇（以下「乙」という。）が令和　　年　　月　　日付金銭消費貸借契約証書（以下「原契約書」という。）に基づき、○○信用金庫（以下「甲」という。）から借り受け現に負担している債務金　　円（元高金　　円）及びこれに付帯する一切の債務を原契約書の特約条項を承認の上、かつ、その債務の同一性を維持して引き受けることを申込み、甲はこれを承認し、乙はこれに同意した。

第２条　乙は、丙が前条の債務を引き受けたことによりその債務を免れる。

第３条　丙は、本契約により引き受けた債務を原契約書の特約条項に従って覆行するものとする。

第４条　丙は、甲の抵当権が設定された末尾記載の物件について、本債務引き受けに係る登記手続きを速やかに完了し、その登記事項証明書を甲に提出するものとする。

第５条　この証書の作成及び登記その他の契約に関する一切の費用は丙がこれを負担する、

第６条　　　　　　　は、本債務引受契約を承認し、引き続き保証人となり、保証人相互間に連帯して、丙と保証人との間に保証委託契約の効力にかかわらず債務履行の責を負うものとする。

第７条　丙及び保証人は、甲が請求したときはいつでも、公証人に委嘱して原契約書及びこの契約に基づく債務の承認並びに強制執行の認諾のある公正証書の作成に必要な手続をとるものとする。

第８条　この契約に関しては、この証書に別段の定めがあるもののほか、すべて原契約書の各条項を適用又は準用するものとする。

この契約の成立を証するため、証書１通を作成し、甲がこれを保有する。

令和　　年　　月　　日

甲　所在地

名　称　○○信用金庫　　代表取締役　　　　　　　印
乙　住　所

氏　名　〇〇　〇〇　　　　　　　　　　　　　　　印
丙　所在地

名　称　社会福祉法人　○○会　　設立代表者　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連帯保証人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
物件の表示
（土地）

（１）所在　　　　　　　　　　　　　　　　　地目　　　地籍　　　㎡

（２）所在　　　　　　　　　　　　　　　　　地目　　　地籍　　　㎡




様式例　10
	地上権設定契約書

土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○会設立代表者○○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり地上権設定契約を締結する。（※）

（地上権設定の目的）

第１条　甲は、乙が社会福祉法第３１条第１項の規定に基づき申請した社会福祉　法人〇〇会（以下「法人」という。）の設立が認可され、その登記により法人が成立した場合は、甲が所有する末尾記載の土地（以下「本件土地」という。）について、法人が建設する特別養護老人ホームの用に供させる目的をもって、地上権者乙のため地上権を設定する。

（存続期間）

第２条　地上権の存続期間は、この契約の締結日から本件施設が存続している期間とする。
　（注）借地借家法上、借地権の存続期間は３０年以上で、これより短い期間は無効です。
２　本件土地について地上権の行使を妨げる権利があるときは、甲は当該権利を消滅（登記又は登録された権利については抹消）させなければならない。

（地代）

第３条　地代は、無償とする。（有償とする場合は、適宜具体的に規定してください。）
（登記）

第４条　甲は、この契約の締結後、遅滞なく地上権設定登記の手続をとるものとする。
　　　　　（以下、適宜必要な条項を追加してください。）

（契約外の事項）

第〇条　この契約に疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

氏名　　　　　　　　　　実印

乙　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

社会福祉法人○○会設立代表者(※)
氏名　　　　　　　　　　実印

土地の表示

１　所在地　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番

２　地　目　　　宅地

３　公簿面積　　　　　㎡




(注１)　借地借家法第２３条第１項の規定に基づく事業用定期借地権の場合は、契約内容が異なり、また、公正証書によることとなります。
(注２)　法人設立認可申請時には、契約書原本の写しを添付してください。なお、契約書の原本は関係者がそれぞれ保有してください。
(※)　設立代表者が所有する土地に地上権を設定する場合については、次の例のとおり記載してください。○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○会設立代表者特別代理人○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり地上権設定契約を締結する。
様式例　11
	土地賃貸借契約書
土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○会設立代表者○○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり土地賃貸借契約を締結する。（※）

（目　的）

第１条　甲は、乙が社会福祉法第３１条第１項の規定に基づき申請した社会福祉法人〇〇会（以下「法人」という。）の設立が認可され、その登記により法人が成立した場合は、甲が所有する末尾に記載する土地（以下「本件土地」という。）について、法人が特別養護老人ホーム△△園の施設（以下「本件施設」という。）を設置・所有する目的をもって、法人を借地権者として本件土地を賃貸する。

（存続期間）

第２条　貸借権の存続期間は、この契約の締結日から本件施設が存続している期間とする。
　（注）借地借家法上、借地権の存続期間は３０年以上で、これより短い期間は無効です。
（賃貸料）

第３条　賃貸料は、１月（１年）につき○○円とする。ただし、月（年）の中途に係るときは、その月（年）分の賃貸料は、日割計算によって算定した額とする。（適宜具体的に規定してください。）

（賃借権設定登記）

第４条　甲は、この契約の締結後、遅滞なく賃借権設定登記の手続をとるものとする。
　　　　　　　　（以下、適宜必要な条項を追加してください。）

（契約外の事項）

第〇条　この契約に疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。

この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和　年　月　日

甲　○○県○○市○○町○○番地

氏名　　　　　　　　実印

乙　○○県○○市○○町○○番地

社会福祉法人　○○会（※）
設立代表者　○○○○ eq \o\ac(○,印)
１　本件土地の表示　○○県○○市○○町○○番

地目　　　地籍　　○○㎡




(注１)　借地借家法第２３条第１項の規定に基づく事業用定期借地権の場合は、契約内容が異なり、また、公正証書によることとなります。
(注２)　法人設立認可申請時には、契約書原本の写しを添付してください。なお、契約書の原本は関係者がそれぞれ保有してください。
(※)　設立代表者の土地を賃貸借する場合については、次の例のとおり記載してください。○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○会設立代表者特別代理人○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり土地賃貸借契約を締結する。

様式例　12
	令和　　年度特別養護老人ホーム○○園事業計画
　
１　利用定員

２　職員定数

３　事業開始予定年月日

４　事業運営基本計画

５　利用者の援助

６　健康管理

７　防災計画

８　日課





９　職員名簿

	職名（注１）
	氏名（注２）
	前　歴
	資　格
	年齢
	本　俸

	施設長
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	

	生活相談員
	
	
	
	
	

	介護職員
	
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	
	

	看護職員
	
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	
	

	機能訓練指導員
	
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	
	

	栄養士
	
	
	
	
	

	調理員
	
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	
	

	介護支援専門員
	
	
	
	
	

	医師
	
	
	
	
	


10　資金計画

別紙、資金収支予算書のとおり。

注１　必要職種の全てについて記載してください。

注２　選考中で未定の場合、その旨記載してください。
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